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総社市道路の位置の指定要領総社市道路の位置の指定要領総社市道路の位置の指定要領総社市道路の位置の指定要領    

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要領は，建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。）第４２条第１項第

５号及び建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号。以下「令」という。）第１４４条の４第１項

の規定に基づき，道路の位置の指定（変更及び廃止を含む。）を行う際の判断に必要な事項を定め

るものとする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この要領の適用範囲は，法４２条第１項第５号の規定に基づき，位置の指定を受けようとす

る道路及びその道路に接する敷地とする。 

 

（用語の定義） 

第３条 この要領において次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 開発区域 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第４条第１３項に規定する開発区域をい

う。 

(２) 道路 法第４２条に規定する道路をいう。 

(３)  ２項道路 法第４２条第２項に規定する道路をいう。 

(４) 指定道路 法第４２条第１項第５号の規定により，市長から位置の指定を受けようとする道

路又は受けた道路をいう。 

(５) 既存道路 道路のうち既存のものをいう。 

(６) 幅員 道路の有効幅員（図８）をいう。 

(７) 延長 道路の幅員の中心を結ぶ直線の距離をいう。 

(８) 袋路状道路 一端のみが他の道路に接続したものをいう。 

  

第２章 技術基準 

（技術基準の準用） 

第４条 指定道路の技術基準は，この章に掲げるもののほか，開発許可申請の手引き（岡山県，岡山

市，倉敷市，玉野市，笠岡市，一般社団法人岡山県建築士会発行の最新版）の規定を準用できるも

のとする。 

 

（指定道路の平面計画） 

第５条 指定道路の両端は，他の道路に接続しなければならない。（図１）ただし，次の各号のいず

れかに該当し，土地の利用に支障がないと認めた場合はこの限りではない。 

(１) 延長（既存の幅員６ｍ未満の袋路状道路に接続する場合は，既存部分の延長を含む。）が，

３５ｍ以下の場合（図２） 

(２) 終端が公園，広場，その他これらに類するもので自動車の転回に支障がないものに接続して

いる場合（図３） 

(３) 延長が３５ｍを超える場合で終端及び区間３５ｍ以内ごとに国土交通大臣の定める基準（昭

和 45年建設省告示第 1837 号）に適合する自動車の転回広場が設けられている場合（図４，５，

６） 

(４) 幅員が６ｍ以上の場合（図７） 
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（指定道路の幅員） 

第６条 指定道路の幅員は，原則として６ｍ以上とすること。（図８）ただし，延長が１２０ｍ以下

で通行上支障がない場合は，幅員を４ｍ以上とすることができる。 

 

（指定道路の隅切り） 

第７条 指定道路が同一平面で交差し，若しくは接続し，又は屈曲する箇所（交差，接続又は屈曲に

より生ずる内角が１２０度以上の場合を除く。）には，角地に別表１に掲げる長さ以上の隅切りを

設け，その部分を指定道路の部分とすること。ただし，隅切りの部分に既存の建築物，高い擁壁，

若しくはがけ等があり，隅切りを設けることが著しく困難と認められる場合で，一方の隅切りを別

表１に掲げる長さに各々１ｍを加えた長さにした場合は，この限りでない。（図９） 

２ 指定道路が同一平面で交差し，若しくは接続し，又は屈曲する箇所で，内角が６０度以下となる

角地に設ける隅切りは，内角の隅角をはさむ辺を二等辺とし，底辺の長さを２ｍ以上とした三角形

を含むものとすること。 

３ ２項道路から接続して指定道路をする場合の道路後退部分の隅切りと転回広場のとり方は，道路

後退線からとすること。 

 

（指定道路の勾配） 

第８条 指定道路の縦断勾配は１２％以下であり，かつ階段状でないものであること。 

 

（指定道路の路面） 

第９条 指定道路の路面は，アスファルト舗装又はコンクリート舗装等とすること。（図１０） 

２ 指定道路の縦断勾配が９％を超える場合は，すべり止め舗装等安全上必要な措置を講じること。 

３ 路面の横断勾配は，路面の排水上支障がないよう適当な勾配を設けること。（図８） 

 

（排水施設）   

第１０条 路面の高さは，当該指定道路に近接する用排水路，水田等の最高水位及び降雨を考慮して

冠水等により通行に支障のない高さにすること。 

２ 指定道路には，路面及びこれに接する敷地内の排水に必要な側溝，街渠等を設け末端を公共下水

道，都市下水路その他の排水施設に接続し適切な排水ができる構造とすること。 

３ 側溝は，原則として道路両側に設けること。ただし，周囲の状況等によりやむを得ない場合は，

この限りではない。 

４ 側溝の構造はコンクリート製又はこれと同等以上のものとし，集水枡を指定道路に段差がある箇

所，屈曲する箇所及びその他必要な箇所に設置すること。（図１１） 

 

（防護施設の設置） 

第１１条 指定道路のうち屈曲，がけ等の存する通行上危険を伴うおそれがある箇所又はなだれ，落

石等により当該指定道路の構造に損傷をあたえるおそれのある箇所には，ガードレール，柵擁壁等

の適当な防護施設を設けること。 

  

第３章 申請方法 

 

（道路の位置の指定申請） 

第１２条 道路の位置の指定，変更又は廃止を受けようする者（以下「申請者」という。）は，道路

の位置の指定（変更・廃止）申請書（様式第１号）正副２通に，それぞれ次の表１及び表２に掲げ

る関係図書を添えて市長に提出しなければならない。 
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表１ 

図書の書類 作成要領・明示すべき事項等 

委任状 ・代理人が申請者に代わって申請書を提出する場合は，申請に係る一切の

権限を委任する旨を記載した委任状を添付のこと。 

公道等接続承諾書 ・既存道路との接続については，既存道路の所有者その他の権利者の承諾

書を添付すること。（任意様式） 

・承諾書に代わるものとしては，他法令の許可証等の写しの添付によるこ

とも可。 

区域内の権利者等の

一覧 

（様式第３号） 

・開発区域内の土地及び建物の権利者名及び位置指定道路管理者名等を記

入すること。 

・所有権以外の権利が設定されている場合は，その設定権利者も記入する

こと。 

権利者の承諾書 

（様式第４号） 

・開発区域内の全ての権利者（申請者を除く）の承諾書が必要。 

・公道，農道，林道又は水路敷等を含む場合は，これらの所有者若しくは

管理者の承諾書又は承諾があったことがわかる書類を添付すること。 

・土地区画整理地区内で仮換地指定の終了地等の場合は，仮換地通知書又

はこれに代わる権利者であることを証明する図書を添付すること。 

位置指定道路管理者

の承諾書 

（様式第４号の２） 

・区域内の権利者等の一覧に記入した全ての位置指定道路管理者（申請者

を含む）の承諾書が必要。 

登記事項証明書及び

印鑑登録証明書 

・指定道路部分の土地及び建物の登記事項証明書並びに承諾者の印鑑登録

証明書（３ヶ月以内のもの）を添付すること。 

確約書 

（様式第５号） 

・指定道路に隣接した土地が同一所有者の土地でその合計面積又は開発区

域に隣接して同時期に造成等がなされた1,000㎡以上ある土地については，

１年間開発行為を行わず，また，開発する目的での売買等を１年間行わな

い旨の確約書を添付すること。 

指定道路の変更又は

廃止に伴う承諾書等 

（様式第３号） 

（様式第４号） 

（様式第４号の２） 

・指定道路の変更又は廃止を申請する場合，変更又は廃止に伴う指定道路

の土地の所有者，その他の権利者及び位置指定道路管理者並びにその道路

に面した土地及び建物の所有者その他の権利者に所定の事項の記入及び押

印を受けたものを添付すること。 

・私有地の場合は，印鑑登録証明書及び土地の登記事項証明書を添付する

こと。 

関係法令に基づく許

可証等 

・申請に係る工事が道路法，河川法又はその他の関係法令に基づき許可承

認等を要するときは，許可及び承認書等の写しを添付すること。 

その他の書類 ・その他必要と認める書類がある場合は，これを添付すること。 

 

表２ 

図書の種類 作成要領・明示すべき事項等 

付近見取図 

S=1/2,500 

・縮尺及び方位 

・指定道路の位置及び開発区域 

・目標地物 

地籍図 

S=1/500 

・地番，地目，所有権者名及び権利者名 

・指定道路の位置及び開発区域（指定道路に接して敷地となる区域と指定

道路部分。以下同じ。）の境界 
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・開発区域を含んだ関係土地の公図（法務局備え付けのものに限る。）を転

写し，転写者名及び日付を記入の上押印すること。 

道路及び敷地平面図 

S=1/250～1/500 

・縮尺，方位 

・指定道路及び開発区域の境界 

・指定道路の幅員，延長，中心線及び屈曲等の角度，すみ切り長さ並びに

転回広場の幅員及び長さ 

・接続する既設道路の種類及び幅員 

・指定道路の排水施設の位置，種類，流水方向及び放流先等 

・指定道路及び排水施設の高さ 

・指定道路の断面の位置 

道路横断面図 

S=1/200 以上 

・指定道路の幅員 

・側溝の各寸法（内法，幅，深さ及び厚さ等） 

・指定道路及び開発区域の境界 

・工作物等の構造物 

・路面構造及び勾配 

道路縦断面図 

S=1/500 以上 

・道路中心線の長さ，高低差及び勾配 

・指定道路及び開発区域の境界 

・工作物等の構造物 

丈量図 ・指定道路及び開発区域の面積を求積したもの。（２項道路の後退部分の面

積は含めないこと。） 

・単位は小数第二位までとし，小数第三位を切り捨てること。 

詳細図 

S=1/50 以上 

・排水施設の詳細図，橋梁等の平面図及び断面詳細図等 

 

その他の図書 その他必要と認める図書がある場合は，これを添付すること。 

（道路斜線検討及び天空率検討等を含む。） 

 

（築造承認） 

第１３条 市長は，申請書の内容を審査し，現地調査の結果，指定基準に適合していると認めたとき

は，指定道路築造承認通知書（様式第６号）を申請者に交付するものとする。この場合において，

築造工事は，原則として築造承認の通知を受けた後に着手しなければならない。 

２ 敷地を造成するために高さが２ｍを超える擁壁を築造する場合は，工作物の確認申請手続きを経

てから擁壁の築造工事に着手すること。 

 

（工事完了届） 

第１４条 申請者は，指定道路の築造工事が完了したときは，すみやかに工事完了届（様式第７号）

１通に次の表３に掲げる関係図書を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 指定道路の位置を明確にするため，指定道路の起点，屈曲点及び終点には，耐久性のある杭等の

境界標示を設けなければならない。この場合において，２項道路に接続する場合は，道路後退とす

み切りとの交点２箇所に境界標示を設けるものとする。ただし，道路側溝等の構造物があり，位置

が明確にわかる場合は，この限りではない 

３ 申請者は，原則として指定道路部分（道路敷きを含む。）を分筆し，地目を公衆用道路として登

記しなければならない。この場合において，２項道路に接続する場合は，道路後退した部分につい

ても分筆しなければならない。 
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表３ 

図書の種類 作成要領・明示すべき事項等 

道路平面図 ・工事完了後の確定測量により，当初の申請図書から数値等に変更が生じた

場合に限り提出すること。 

丈量図 ・確定測量及び分筆後の丈量図を提出すること。 

・単位は小数第二位までとし，小数第三位を切り捨てること。 

地籍図 ・分筆後の地籍図を提出すること。 

・開発区域を含んだ関係土地の公図（法務局備え付けのものに限る。）を転

写し，転写者名及び日付を記入の上押印すること。 

登記事項証明書 ・分筆後の指定道路部分の土地に関する登記事項証明書 

位置指定道路管理

者の承諾書 

（様式第４号の２） 

・分筆後の指定道路部分の全ての管理者の承諾書 

 

閲覧用図書 

２部 

（様式第８号） 

・付近見取図及び地籍図は，関係土地及び指定道路部分を色分けし明示する

こと。 

・道路及び敷地平面図は，指定道路，道路敷き及び水路等を色分けし，道路

の長さ，幅等の寸法及び勾配を分かりやすく明示すること。 

・道路横断図は道路の標準部分を記入すること。 

工事写真 ・着工前写真 

・完成写真 

・施工写真（舗装，盛土，路床，路盤等の厚さ及び転圧状況並びに擁壁，側

溝等の工作物の設置状況） 

その他の書類 

２部 

・築造承認以降に指定道路の区域の権利者に変更が生じた場合は，新たな権

利者等の一覧表，権利者の変更があった指定道路部分の土地及び建物に関す

る登録事項証明書，当該権利者の承諾書並びに印鑑登録証明書 

・築造承認以降に指定道路の区域の位置指定道路管理者に変更が生じた場合

は，新たな権利者等の一覧表，当該変更後の位置指定道路管理者の承諾書並

びに印鑑登録証明書 

・その他必要と認める関係書類 

 

（完了検査） 

第１５条 市長は，前条の工事完了届の提出があった場合は，次の各号について検査を行うものとす

る。 

(１) 指定道路が接続する道路の幅員，指定道路の中心，幅員，延長，隅切りの寸法，指定道路及

び側溝の構造等，設計図書に記載された内容 

(２)  擁壁，既存建築物の状況等，指定道路に接する宅地の状況 

(３) その他必要と認める事項 

 

（道路の位置の指定） 

第１６条 市長は，完了検査の結果，申請どおり指定道路が築造されていると認められた場合は，そ

の旨を公告し，道路の位置の指定（変更・廃止）通知書（様式第２号）を申請者に交付するものと

する。 
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（変更又は廃止の申請に係る図書の省略） 

第１７条 指定道路の変更又は廃止の申請で，次の各号に該当し市長がやむを得ないと認める場合は，

土地及び建物の権利者並びにその他の権利者の承諾を必要としない。 

(１) 廃止される指定道路に接する土地が，法第４３条の規定に抵触しない場合 

(２)  廃止される指定道路の部分が，築造されていない指定道路で，廃止について土地及び建物の

権利者の同意があることが明らかな場合 

(３) その他廃止又は変更により不利益を受けないことが明らかな場合 

 

（市道認定された指定道路の取扱い） 

第１８条 道路法（昭和27年法律第180号）第１８条の規定による供用開始がなされた幅員４ｍ以上

の道路の区域内に存する指定道路は，当該区域内に存する部分に限り，廃止されたものとみなす。 

２ 市長は，前項の規定によりその全部又は一部が廃止された指定道路に係る残存部分で，特に必要

がないと認めるものについては，廃止することができる。 

３ 市長は，第１項の規定により指定道路の全部又は一部が廃止されたとみなされた場合，又は前項

の規定により指定道路の全部又は一部を廃止した場合は，その旨を公告するものとする。 

 

   附 則 

この要領は，平成３０年４月１日から実施する。 

附 則 

この要領は，平成３０年１０月１日から実施する。 

 

 

別表１（第７条関係） 道路の隅切りの長さ 

         指定道路 

既存道路 

又は指定道路 

４ｍ以上５ｍ未満 ５ｍ以上６ｍ未満 ６ｍ以上 

４ｍ以上５ｍ未満 ２．０ｍ ２．０ｍ ２．０ｍ 

５ｍ以上６ｍ未満 ２．０ｍ ２．５ｍ ２．５ｍ 

６ｍ以上 ２．０ｍ ２．５ｍ ３．０ｍ 



8 

 

    

 

図１.通り抜け道路 

4ｍ以上 6ｍ未満 

A 

B C 

D E 

「A→B→C→D→E→B→A」が 120ｍ以内 

④ 

既

存

道

路

 

4ｍ以上 6ｍ未満 

120ｍ以内 

② 

既

存

道

路

 

既

存

道

路

 

③ 

4ｍ以上 6ｍ未満 

120ｍ以内 12ｍ以上 

6ｍ以上 

(6ｍ道路の区間) 

既

存

道

路

 

既

存

道

路

 

① 

6ｍ以上 

幅員が 6ｍ以上あれば制限はなく、自由な長さで計画できる 

既

存

道

路

 

既

存

道

路
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図２．延長が35ｍ以下の場合 

① 

③ 

Ｌ1 + Ｌ2 ≦ 35ｍ 
Ｌ1 Ｌ2 

新たに位置指定を受ける部分 

6ｍ未満の既存道路（私道・公道を問わない） 

既

存

道

図３．終端が公園等に接続し自動車の転回に支障ない場合 

4ｍ以上6ｍ未満 

120ｍ以内 

既

存

道

公園・広場等 

公園、広場等に類するものとしては、河川敷等の堤防 

（転回等については公園、広場等の管理者の承諾が必要） 

4ｍ以上6ｍ未満 

35ｍ以内 

既

存

道

② 

Ｌ1 + Ｌ2 + Ｌ3 ≦ 35ｍ Ｌ1 

Ｌ3 

Ｌ2 

新たに位置指定を受ける部分 

6ｍ未満の既存道路（私道・公道を問わない） 

既

存

道

路
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図４．中間に設ける転回広場 

図５．終端に設ける転回広場 
CL 

CL 

CL 

CL 

CL：転回広場中心を示す 

2.0m 

② 

④ 

2.0m 2.0m 7.0m以上 

2.0m 2.0m 6.0m以上 

2.0m 2.0m 4.0m以上 

2.0m 

2.0m 

7.0m 

7.0m 

4.0m 

4.0m 

③ 2.0m 2.0m 12.0m以上 

4.0m 

① 2.0m 2.0m 7.0m以上 

2.0m 

2.0m 

4.0m 

① 

③ 

⑤ 

② 

2.0m 7.0m以上 

④ 

7.0m以上 

2.0m 

8.0m以上 

7.0m以上 

2.0m 12.0m以上 

4.0m 

2.0m 

2.0m 

4.0m 

2.0m 4.0m以上 

2.0m 

2.0m 

4.0m 

4.0m 

（参考） 

図４、５において幅員が4ｍ以上の場合は 

それぞれ当該形状を含むものであればよい。 

7.0m以上 

＞4.0m 
8.0m 4.0m 

CL 

2.0m 

2.0m 6.0m以上 

9.0m以上 

4.0m 

CL 

CL 

CL 

CL 

CL：転回広場中心を示す 
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図６．転回広場の区間の測り方 

① 
既

存

道

路

 

35ｍ以内 35ｍ以内 35ｍ以内 35ｍ以内 

L0 

120ｍ以内 

4ｍ以上 6ｍ未満 

L0/2 L0/2 

②、③において終端転回広場は 6ｍ以上の幅員で伸ばすことができる。ただし、 

終端転回広場の長さが 12ｍ以上 24ｍ未満のときの道路延長制限の終端は②、24ｍ 

以上のときは③で計測する。 

③ 

35ｍ以内 35ｍ以内 35ｍ以内 35ｍ以内 

120ｍ以内 

4ｍ以上 6ｍ未満 

24ｍ以上 

既

存

道

路

 

6ｍ以上 

24ｍ未満 

L0 

④ 

12ｍ以上 

(6ｍ道路の区間) 

既

存

道

路

 

35ｍ以内 

120ｍ以内 

6ｍ以上 

35ｍ以内 35ｍ以内 35ｍ以内 

4ｍ以上 6ｍ未満 

L0/2 L0/2 

⑥ 

転回広場を設ける 4ｍ以上 6ｍ未満 

120ｍ以内 

現況 4ｍ以上 6ｍ未満の袋路状の既存道路 

⑤ 

転回広場を設ける 4ｍ以上 6ｍ未満 

120ｍ以内 

現況幅員 4ｍ以上 6ｍ未満の袋路状の既存道路 

② 
既

存

道

路

 

35ｍ以内 35ｍ以内 35ｍ以内 35ｍ以内 

120ｍ以内 

4ｍ以上 6ｍ未満 

6ｍ以上 

6ｍ 6ｍ 
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図７．幅員（６ｍ以上の場合） 

6ｍ以上 

制限なし 

既

存

道

路

 

図８．道路幅員の取り方 蓋は強固で自動車が 

載っても破壊しないも 

のであること。 
①Ｕ型側溝設置の場合（蓋設置） 

道路幅員、有効幅員 

道路敷 

＊1.5%～2.0% 

②Ｕ型側溝設置の場合（蓋なし） 

有効幅員 

道路敷 

道路幅員 

＊1.5%～2.0% 

③L型側溝設置の場合 

道路幅員、有効幅員 

道路敷 

＊1.5%～2.0% 

＊横断勾配は、片勾配のときを除き、1.5%から2.0%を標準とする。 

④法面等の場合 
有効幅員 

道路幅員 

道路敷 

＊1.5%～2.0% 

防護柵を設置 
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図９．隅切りの取り方 

①一般的隅切り 

※隅切り長さは、二等辺の辺長が別表１の数値を満たすこと。 

(ｂ) 

(ｅ) 

幅員4ｍ以上の既存道路 

60°以下 

隅切り要 
指定道路 

120°以上 

隅切り不要 

底辺 2m以上の二等辺三角形 

4m以上 

〃 
〃 

(ｄ) 

歩道付きの既存道路と接続する場合も 

別表１ の隅切りを原則とするが、車道 

部分が円滑に接続されるなど、既存道路 

の管理者が合意した形状によることがで 

きる。 

指定道路 既

存

道

歩道 

延長のとり方 

(a) 

指定道路 

※ 

※ 

※ 

※ 

既

存

道

路

 

(ｃ) 

指定道路 

※ 

※ 

※ 

※ 

既

存

道

路

 

水路等 

橋梁 

Ｌ
１
は別表１の隅切りの長さに 

１ｍを加えた長さ 

4m以上 
指定道路 

L
１ 

L
１ 

擁壁、ガケ等やむを得な

い理由のある場合 

既

存

道

路
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②法第４２条第２項道路より接続して道路指定をする場合 

2m 2m 

延長のとり方 

道路後退線 

指定道路の面積には算入しない。 

２項道路と指定道路が円滑に接続するよ 

う、この部分も道路状に整備が必要。 

境界標示を 

設けること。 

2m 

２

項

道

路

 

※ 指定時に道路後退部分の分筆が必要（下図：分筆の例） 

分筆 

(b) 

1651-3  

1651-2 

1651-1 

分筆 

1651番 

道路後退線 

２

項

道

路

 

1651-1 

２

項

道

路

 

1651-2 

1651-3 

(a) 

２

項

道

路
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図１０．道路の構造（標準図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１．排水設備（標準図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  鉄筋 

縦鉄筋 横鉄筋 

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ｈ ｉ 
径（㎜） 数量（本) 径(㎜) 数量(本) 

250B 250 100 100 450 55 100 155 80 85 4 5 4 5 

300 300 100 100 500 55 100 155 85 90 4 5 4 5 

350 350 100 100 550 55 100 155 90 95 4 5 6 5 

L型側溝（コンクリート二次製品） 

② L型側溝 
道路幅員、有効幅員 

道

路

境

ｄ 
ｂ ａ 

ｅ ｈ ｉ 

0
.
1

ｇ ｆ 

ｃ 

敷きモルタル 

20R 

10% 5% 

① U型側溝 
（現場打ｺﾝｸﾘｰﾄ） 

道路に段差がある箇所、屈曲する箇所等に 

集水枡、グレーチングを設けること。 

道路幅員 有効幅員（蓋付） 

有効幅員（蓋無） 

0.2ｍ以上(道路側) 0.1ｍ以上 0.2ｍ以上 

道

路

境

界

 

0
.
2
ｍ

以
上

 
0
.
1
ｍ
 

0
.
1
ｍ
 

0
.
3
ｍ

以
上

 

(
有

効
)
 

(宅地側) 

密粒度ｱｽｺﾝ（ｔ=50） 

ＨＭＳ（ｔ=100） 

ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ（ｔ=100） 

表層工 

路盤工 

① 

密粒度ｱｽｺﾝ（ｔ=50） 
粒度調整砕石（ｔ=100） 

ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ（ｔ=150） 

表層工 

路盤工 

② 

寸法（㎜） 呼

び

方

 

上記①、②は標準舗装構成であり、現地の状況等により、これにより難い場合は、別途検討すること。 

※ 現地の状況等により不同沈下の恐れがある場合は、 

砕石地業に変えて、コンクリート等、別途検討すること。 

側溝は①、②を標準とし、これと同等以上の構造とすること。 

ただし、ＪＩＳ規格品についてはこの限りでない。 
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道路の位置の指定申請の手続きの主な流れ道路の位置の指定申請の手続きの主な流れ道路の位置の指定申請の手続きの主な流れ道路の位置の指定申請の手続きの主な流れ    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

申請者 総社市 

申請書の作成 

現地調査，書類審査 

事前現地調査 

計画図の作成 基準適合確認 

事前協議 

手直し 

築造承認 

手直し 

工事着手 

工事完了・自主検査 

工事完了届作成 

完了検査 

確定測量 

工事変更 変更協議 

分筆登記 

指定通知書交付 

完了公告 

指定通知書 

申請書受理 

工事完了届受理 

適合 

適合 
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手続き手続き手続き手続き等等等等のののの補足補足補足補足事項事項事項事項    

    

■■■■事前現地事前現地事前現地事前現地調査調査調査調査    

接続する既存道路の種別，形状，幅員を調査してください。種別は建築基準法上のどの道路に該当

するかを確認し，形状は袋路状道路であるか否かを確認してください。申請地周辺の状況についても

農道，水路，土地の高低等をあわせて調査してください。また，申請指定道路部分の維持管理につい

て，必ず関係土地所有者等と協議した上で，位置指定道路管理者を選定してください。 

 

■■■■事前協議事前協議事前協議事前協議    

申請者は現地調査のうえ計画図を作成し，必要に応じて市と事前協議を行ってください。あらかじ

め指定基準に適合するかどうかを確認することで，その後の申請をスムーズに進めることができます。 

 

□ 当該計画において開発区域（指定道路に接して敷地となる区域と指定道路部分）及び開発区

域以外の区域を含め全体の面積が 1,000 ㎡以上の造成工事を計画している場合は，都市計画法に

基づく開発許可対象となる可能性があるため，開発部局（県建築指導課開発指導班）と協議し

開発許可申請の要否について確認してください。 

 

□ 当該計画の指定道路部分へ上水道又は下水道を設置する場合は，それぞれの担当課（上水道

課又は下水道課）へ協議を行い，協議内容に基づいて施設の設計をしてください。また，築造

工事にあわせ別途，所定の手続きを行うこと。 

 

□ 当該計画の指定道路について，市道への寄付採納を計画している場合は，道路管理担当課（地

域応援課・土木課）へ協議を行い，協議内容に基づいて指定道路の設計をしてください。 

 

□ 当該計画が分譲住宅地等を目的としたものであれば，ゴミ集積所の設置の要否について担当

課（環境課）と協議をしてください。 

 

■■■■現地調査現地調査現地調査現地調査・・・・書類審査書類審査書類審査書類審査    

申請書の書類審査及び現地調査の結果，指定基準に適合していない場合，申請者若しくは代理者に

保留事項を記載した審査シートを送付します。申請に関しての保留事項等を整理し，修正手直しを行

ってください。なお，申請書類の持ち帰りはできません。 

 

■■■■築造築造築造築造工事の着手工事の着手工事の着手工事の着手及び工事変更及び工事変更及び工事変更及び工事変更    

□ 工事の施工は，申請書に添付した計画図のとおり，また関係法令に基づく許可証等に付され

た条件のとおりに施工してください。 

    

□ 工事の着手後に申請図書との変更が生じた場合は，変更に伴い指定基準に適合しない箇所が

出来てくるおそれがあるため，事前に市と協議を行ってください。 

 

■■■■確定測量確定測量確定測量確定測量    

工事が完了したときは，開発区域を含め，確定測量を実施してください。また，指定道路の位置を

明確にするため，道の起点，屈曲点及び終点には，耐久性のある杭等の境界標示を設けてください。 

また，２項道路に接続する場合は，道路後退線と隅切りとの交点２箇所に境界標示を設けてくださ

い。 
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■■■■分筆登記分筆登記分筆登記分筆登記    

原則として指定道路部分（道路敷きを含む）を分筆し，地目を公衆用道路として登記してくださ

い。２項道路に接続する場合は，道路後退した部分についても分筆してください（基準 図９②）。 

 

■■■■完了検査完了検査完了検査完了検査    

完了検査の結果，指定基準に適合していない場合は申請者若しくは代理者に保留事項を記載した審

査シートを送付します。保留事項等を整理し，修正手直しを行ってください。現地検査の手直しは再

度，現場確認をすることを原則としますが，軽微なものについては，写真等の提出に代えることがあ

ります。 

 

■その他■その他■その他■その他    

 位置指定道路管理について，完了公告後に位置指定道路管理者を変更する場合は，元の位置指定道

路管理者は新たな位置指定道路管理者に対し道路を適切に維持管理することについて十分説明し，当

該道路の管理を承継したことが分かる書面（参考様式）を２通作成し，当事者記名押印の上，各自１

通を保有することとしてください。 
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道路の位置の指定申請に係る法令道路の位置の指定申請に係る法令道路の位置の指定申請に係る法令道路の位置の指定申請に係る法令抜粋抜粋抜粋抜粋    

    

建築基準法建築基準法建築基準法建築基準法    抜粋抜粋抜粋抜粋    

第４２条 この章の規定において「道路」とは，次の各号の一に該当する幅員４ｍ（特定行政庁がそ

の地方の気候若しくは風土の特殊性又は土地の状況により必要と認めて都道府県都市計画審議会

の議を経て指定する区域内においては，６ｍ。次項及び第３項において同じ。）以上のもの（地下

におけるものを除く。）をいう。 

１～４ 略 

５ 土地を建築物の敷地として利用するため，道路法，都市計画法，土地区画整理法，都市再開

発法，新都市基盤整備法，大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置

法又は密集市街地整備法によらないで築造する政令で定める基準に適合する道で，これを築造

しようとする者が特定行政庁からその位置の指定を受けたもの 

２ この章の規定が適用されるに至つた際現に建築物が立ち並んでいる幅員４ｍ未満の道で、特定行

政庁の指定したものは，前項の規定にかかわらず，同項の道路とみなし，その中心線からの水平距

離２ｍ（前項の規定により指定された区域内においては，３ｍ（特定行政庁が周囲の状況により避

難及び通行の安全上支障がないと認める場合は，２ｍ）。以下この項及び次項において同じ。）の線

をその道路の境界線とみなす。ただし，当該道がその中心線からの水平距離２ｍ未満でがけ地，川，

線路敷地その他これらに類するものに沿う場合においては，当該がけ地等の道の側の境界線及びそ

の境界線から道の側に水平距離４ｍの線をその道路の境界線とみなす。 

３～６ 略  

 

建築基準法施行令建築基準法施行令建築基準法施行令建築基準法施行令    抜粋抜粋抜粋抜粋    

第１４４条の４ 法第４２条第１項第５号の規定により政令で定める基準は，次の各号に掲げるもの

とする。 

一 両端が他の道路に接続したものであること。ただし，次のイからホまでのいずれかに該当す

る場合においては，袋路状道路（法第４３条第３項第５号に規定する袋路状道路をいう。以下

この条において同じ。）とすることができる。 

イ 延長（既存の幅員６ｍ未満の袋路状道路に接続する道にあつては，当該袋路状道路が他の

道路に接続するまでの部分の延長を含む。ハにおいて同じ。）が３５ｍ以下の場合 

ロ 終端が公園，広場その他これらに類するもので自動車の転回に支障がないものに接続して

いる場合 

ハ 延長が３５ｍを超える場合で，終端及び区間３５ｍ以内ごとに国土交通大臣の定める基準

に適合する自動車の転回広場が設けられている場合 

ニ 幅員が６ｍ以上の場合 

ホ イからニまでに準ずる場合で，特定行政庁が周囲の状況により避難及び通行の安全上支障

がないと認めた場合 

二 道が同一平面で交差し，若しくは接続し，又は屈曲する箇所（交差，接続又は屈曲により生

ずる内角が１２０度以上の場合を除く。）は，角地の隅角を挟む辺の長さ２ｍの二等辺三角形の

部分を道に含む隅切りを設けたものであること。ただし，特定行政庁が周囲の状況によりやむ

を得ないと認め，又はその必要がないと認めた場合においては，この限りでない。 

三 砂利敷その他ぬかるみとならない構造であること。 

四 縦断勾配が１２％以下であり，かつ，階段状でないものであること。ただし，特定行政庁が

周囲の状況により避難及び通行の安全上支障がないと認めた場合においては，この限りでない。 

五 道及びこれに接する敷地内の排水に必要な側溝，街渠その他の施設を設けたものであること。 

２・３ 略  
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建築基準法施行規則建築基準法施行規則建築基準法施行規則建築基準法施行規則    抜粋抜粋抜粋抜粋    

第９条 法第４２条第１項第５号に規定する道路の位置の指定を受けようとする者は，申請書正副二

通に，それぞれ次の表に掲げる図面及び指定を受けようとする道路の敷地となる土地（以下この条

において「土地」という。）の所有者及びその土地又はその土地にある建築物若しくは工作物に関

して権利を有する者並びに当該道路を令１４４条の４第１項及び第２項に規定する基準に適合す

るように管理する者の承諾書を添えて特定行政庁に提出するものとする。 

図面の種類 明 示 す べ き 事 項 

附近見取図 方位，道路及び目標となる地物 

地 籍 図 
縮尺，方位，指定を受けようとする道路の位置，延長及び幅員，土地の境界，

地番，地目，土地の所有者及びその土地又はその土地にある建築物若しくは工

作物に関して権利を有する者の氏名、土地内にある建築物，工作物，道路及び

水路の位置並びに土地の高低その他形上特記すべき事項 

 

第１０条 特定行政庁は，法第４２条第１項第４号若しくは第５号，第２項若しくは第４項又は法第

６８条の７第１項の規定による指定をしたときは，速やかに，次の各号に掲げる事項を公告しなけ

ればならない。 

一 指定に係る道路（以下この項及び次条において「指定道路」という。）の種類 

二 指定の年月日 

三 指定道路の位置 

四 指定道路の延長及び幅員 

２ 略 

３ 特定行政庁は，前条の申請に基づいて道路の位置を指定した場合においては，速やかに，その旨

を申請者に通知するものとする。 

 

総社市建築基準法施行細則総社市建築基準法施行細則総社市建築基準法施行細則総社市建築基準法施行細則    抜粋抜粋抜粋抜粋    

第１６条 法第４２条第１項第５号の規定による道路の位置の指定又はその変更若しくは廃止を申

請しようとする者は，道路の位置の指定（変更・廃止）申請書に権利者等の一覧並びに権利者の承

諾書及び位置指定道路管理者の承諾書その他市長が必要と認める図書を添えて市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項の承諾書には，道路の位置の指定又はその変更若しくは廃止につき承諾した者の印鑑証明書

を添えなければならない。 

３ 市長は，第１項の申請に対し道路の位置の指定又はその変更若しくは廃止の決定をしたときは，

道路の位置の指定（変更・指定）通知書を当該申請者に交付するものとする。 

 

第１６条の２ 道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第１８条の規定による供用開始がなされた幅員４

ｍ以上の道路の区域内に存する指定道路（前条第３項の規定により道路の位置の指定を受けた道路

をいう。以下同じ）は，当該区域内に存する部分に限り，前条の規定にかかわらず，廃止されたも

のとみなす。 

２ 市長は，前項の規定によりその全部又は一部が廃止された指定道路に係る残存部分で，特に必要

がないと認めるものについては，前条の規定にかかわらず，廃止することができる。 

３ 市長は，第１項の規定により指定道路の全部又は一部が廃止されたとみなされた場合，又は前項

の規定により指定道路の全部又は一部を廃止した場合は，その旨を公告しなければならない。 


